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解
説
・

若
林
　
吾
朗

）

総
務
省
自
治
行
政
局 

地
域
自
立
応
援
課
主
査

（

２　
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
」
に
つ
い
て

「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
」
は
、
国
が
認
定
し
た

地
域
再
生
計
画
に
基
づ
く
地
方
公
共
団
体
の
地
方
創

生
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト
に
対
し
て
、
企
業
が
寄
附
を
行
っ

た
場
合
に
、
法
人
関
係
税
か
ら
税
額
控
除
を
行
う
仕

組
み
で
あ
る
。今
年
度
か
ら
制
度
を
大
幅
に
見
直
し
、

通
常
の
寄
附
（
寄
附
額
の
約
３
割
が
損
金
算
入
）
と

合
わ
せ
た
税
の
軽
減
効
果
が
、
寄
附
額
の
最
大
約
６

割
か
ら
最
大
約
９
割
に
ま
で
引
き
上
げ
ら
れ
、
実
質

的
な
企
業
の
負
担
が
約
１
割
に
ま
で
圧
縮
さ
れ
る
な

ど
、
よ
り
使
い
や
す
い
仕
組
み
と
な
っ
た
と
こ
ろ
で

あ
る
。

３　
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣

型
）」
の
創
設
経
緯
に
つ
い
て

総
務
省
で
は
こ
れ
ま
で
、「
ふ
る
さ
と
納
税（

（
（

」や「
地

１　

は
じ
め
に

地
方
創
生
の
推
進
に
向
け
て
は
、
地
方
公
共
団
体

が
、
各
分
野
で
様
々
な
知
識
や
経
験
を
培
っ
た
専
門

人
材
を
確
保
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
そ
こ
で
、

地
方
創
生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）
の

仕
組
み
を
活
用
し
て
、
専
門
的
知
識
や
ノ
ウ
ハ
ウ
を

有
す
る
人
材
を
、
寄
附
を
行
う
企
業
か
ら
地
方
公
共

団
体
等
へ
派
遣
す
る
こ
と
を
通
じ
て
、
地
方
創
生
の

よ
り
一
層
の
充
実
・
強
化
を
図
る
こ
と
を
目
的
に
、

人
材
派
遣
を
伴
う
地
方
創
生
応
援
税
制
と
し
て
、「
企

業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
と
い
う
新

た
な
類
型
を
総
務
省
地
域
力
創
造
グ
ル
ー
プ
と
内
閣

官
房
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局
が
連

携
し
て
昨
年
10
月
に
創
設
し
、
各
地
方
公
共
団
体
へ

通
知
（
令
和
２
年
10
月
13
日
付
け
閣
副
第
１
２
７
４

号
、
府
地
事
第
６
８
７
号
、
総
行
応
第
１
７
７
号　

内
閣
官
房
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局

地
方
創
生
総
括
官
、
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局

長
、
総
務
省
地
域
力
創
造
グ
ル
ー
プ
地
域
力
創
造
審

議
官
通
知
。
以
下
「
本
通
知
」
と
い
う
。）
を
発
出

し
た
。

本
稿
に
お
い
て
は
、
本
通
知
に
よ
っ
て
創
設
さ
れ

た
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
の

内
容
を
解
説
す
る
こ
と
を
主
眼
に
置
き
つ
つ
、
そ
も

そ
も
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
」
と
は
何
か
、
ま
た

「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
の
創
設

に
至
る
ま
で
の
経
緯
も
含
め
て
紹
介
し
て
い
く
。

行
政
通
知
の
読
み
方
・
使
い
方

連
載

第
23
回
連
載

第
23
回

この連載では、自治体法務に
関わる行政通知を取り上げ、
通知の発出元に、発出の背景
や読み方、使い方などを解説
していただきます。

人
材
派
遣
を
伴
う
地
方
創
生
応
援
税
制
（「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税

（
人
材
派
遣
型
）」）
の
創
設
に
つ
い
て

）

（
令
和
２
年
10
月
13
日
閣
副
第
１
２
７
４
号
、
府
地
事
第
６
８
７
号
、
総
行
応
第
１
７
７
号　

各
都
道
府
県
知
事
、

各
指
定
都
市
市
長
、
各
市
区
町
村
長
宛　

内
閣
官
房
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部
事
務
局
地
方
創
生
総
括
官
、

内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局
長
、
総
務
省
地
域
力
創
造
グ
ル
ー
プ
地
域
力
創
造
審
議
官
通
知
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域
お
こ
し
協
力
隊（

（
（

」
な

ど
、
地
方
創
生
に
向
け

た
施
策
に
取
り
組
ん
で

き
た
と
こ
ろ
、特
に「
ふ

る
さ
と
納
税
」
に
つ
い

て
は
、
個
人
に
よ
る
寄

附
の
み
な
ら
ず
、
２
で

述
べ
た
「
企
業
版
ふ
る

さ
と
納
税
」
と
し
て
、

民
間
企
業
に
よ
る
寄
附

も
そ
の
対
象
と
な
る
な

ど
、
こ
れ
ら
を
通
じ
て

ふ
る
さ
と
を
応
援
し
た

い
、
ふ
る
さ
と
へ
恩
返

し
を
し
た
い
と
い
う
機

運
が
醸
成
さ
れ
て
き

た
。
こ
う
し
た
機
運
も

活
か
し
な
が
ら
、ま
た
、

コ
ロ
ナ
禍
を
受
け
て
地

方
回
帰
へ
の
関
心
が
高

ま
っ
て
い
る
こ
と
も
踏

ま
え
、
都
市
部
か
ら
地

方
部
へ
の
ヒ
ト
の
流
れ

を
更
に
大
き
な
も
の
に

し
て
い
く
こ
と
が
重
要

と
の
課
題
認
識
の
下
、

今
年
度
、
長
谷
川
岳
総

務
副
大
臣
（
当
時
）
の
下
で
「
地
域
お
こ
し
協
力
隊

等
の
今
後
に
向
け
た
意
見
交
換
会
」
が
立
ち
上
げ
ら

れ
た
。
地
域
お
こ
し
協
力
隊
員
、
地
方
公
共
団
体
職

員
、
学
識
経
験
者
、
ま
た
関
係
機
関
の
方
々
が
参
画

さ
れ
た
本
意
見
交
換
会
で
は
、
地
域
お
こ
し
協
力
隊

の
強
化
や
活
躍
促
進
に
向
け
た
方
策
を
検
討
す
る
と

と
も
に
、「
地
域
活
性
化
に
向
け
た
、
都
市
部
の
企

業
か
ら
地
方
へ
の
人
材
還
流
の
促
進
に
つ
い
て
」
と

い
う
テ
ー
マ
で
も
、
現
場
目
線
で
の
率
直
な
議
論
が

展
開
さ
れ
た
。

最
終
回
と
な
る
第
３
回
意
見
交
換
会
（
令
和
２
年

７
月
31
日
）
終
了
後
の
記
者
会
見
に
お
い
て
、
コ
ロ

ナ
禍
を
踏
ま
え
た
、
都
市
部
の
企
業
人
材
を
地
方
部

に
派
遣
す
る
新
た
な
仕
組
み
と
し
て
「
企
業
版
ふ
る

さ
と
納
税
・
ヒ
ト
版（

（
（

」
の
創
設
が
発
表
さ
れ
た
と
こ

ろ
で
あ
る
。
イ
ン
バ
ウ
ン
ド
関
連
企
業
な
ど
に
お
い

て
は
、
自
社
の
事
業
が
コ
ロ
ナ
禍
で
大
き
な
影
響
を

受
け
る
中
、
雇
用
を
単
に
維
持
し
て
い
く
だ
け
で
な

く
、
よ
り
積
極
的
に
自
社
の
人
材
に
地
方
で
の
活
躍

の
場
を
用
意
し
た
い
と
い
う
声
が
聞
か
れ
始
め
て
い

る
こ
と
や
、ま
た
同
じ
く
コ
ロ
ナ
禍
を
契
機
と
し
て
、

多
く
の
ビ
ジ
ネ
ス
マ
ン
に
と
っ
て
テ
レ
ワ
ー
ク
が
身

近
に
な
っ
た
こ
と
に
よ
り
、
都
市
部
で
働
く
必
要
性

が
感
じ
ら
れ
な
く
な
っ
て
き
て
い
る
こ
と
な
ど
か

ら
、
そ
う
し
た
都
市
部
か
ら
地
方
部
へ
の
企
業
人
材

の
潮
流
を
更
に
加
速
さ
せ
る
こ
と
を
目
指
し
て
創
設

さ
れ
た
も
の
で
あ
る
。

 
 

   
      

 
 
 
 

   
 
  

 地方公共団体が行う地方創生の取組に対する企業の寄附について法人関係税を税額控除することで、

志ある企業と地方公共団体との新たな官民のパートナーシップをはぐくむ制度（平成28年度創設） 

 
 

   
      

 
 
 
 

   
 
  

活用の流れ 

 
 

 
 

 
 

現行 
（税額控除 
最大３割） 

拡充（R2～） 
（税額控除 
最大３割） 

寄附額 

損金算入 
約３割 

通常の寄附 

企業 
負担 

(約１割) 

制度のポイント 
○ 企業が寄附しやすいよう、 

   ・損金算入による軽減効果に税額控除による軽減効果を上乗せ 

   ・寄附額の下限は10万円と低めに設定 

○ 寄附企業への経済的な見返りは禁止 

○ 寄附額は事業費の範囲内とすることが必要 

※  不交付団体である東京都、不交付団体で三大都市圏の既成市街地等 
  に所在する市区町村は対象外。 
※  本社が所在する地方公共団体への寄附は対象外。 

企業が所在する自治体 
（法人住民税・法人事業税） 

企業 

④寄附
 

内閣府 

③計画の認定 

地域再生計画 
○○市 

総合戦略 

 ・○○事業 

 ・△△事業 

 ・◇◇事業 

⑤税額控除 

①地方公共団体が 
  地方版総合戦略を策定 

②①の地方版総合戦略を 
 基に、地方公共団体が 
 地域再生計画を作成 

国 
（法人税） 

◆ 地域再生計画の認定を受けた地方公共団体の数：46道府県899市町村（令和２年第３回認定後） 

例）1,000万円寄附すると、最大約900万円の法人関係税が軽減。 

①法人住民税 寄附額の４割を税額控除。 
       （法人住民税法人税割額の20％が上限） 
②法人税   法人住民税で４割に達しない場合、その残額を税額控除。 
       ただし、寄附額の１割を限度。（法人税額の５％が上限） 
③法人事業税 寄附額の２割を税額控除。（法人事業税額の20％が上限） 

企業版ふるさと納税（制度の概要）
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４　
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣

型
）」
の
概
要
に
つ
い
て

次
に
、「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」

の
概
要
だ
が
、
２
に
お
い
て
紹
介
し
た
「
企
業
版
ふ

る
さ
と
納
税
」
に
お
い
て
、
企
業
か
ら
派
遣
人
材
の

人
件
費
を
含
む
事
業
費
へ
の
寄
附
が
あ
っ
た
年
度

に
、
当
該
企
業
の
人
材
が
寄
附
活
用
事
業
に
従
事
す

る
地
方
公
共
団
体
の
職
員
と
し
て
任
用
さ
れ
る
場
合

な
ど
に
、
当
該
人
件
費
相
当
額
も
含
め
て
税
負
担
を

軽
減
す
る
仕
組
み
、
そ
れ
が
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納

税
（
人
材
派
遣
型
）」
で
あ
る
。

こ
れ
に
よ
り
、
地
方
公
共
団
体
は
、
寄
附
金
を
活

用
し
て
実
施
す
る
事
業
に
従
事
す
る
専
門
人
材
を
実

質
的
な
人
件
費
負
担
な
く
受
け
入
れ
る
こ
と
が
可
能

と
な
る
ほ
か
、
企
業
に
と
っ
て
も
、
自
社
の
人
材
に

地
方
で
の
活
躍
の
場
を
用
意
す
る
に
際
し
、
人
材
育

成
や
地
域
貢
献
の
機
会
と
な
る
こ
と
は
も
ち
ろ
ん
、

そ
の
人
件
費
相
当
額
を
含
む
事
業
費
へ
の
寄
附
に
よ

り
、
そ
の
最
大
約
９
割
に
相
当
す
る
額
の
法
人
関
係

税
の
軽
減
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
な
ど
、送
り
手
・

受
け
手
の
双
方
に
と
っ
て
メ
リ
ッ
ト
が
あ
る
仕
組
み

と
な
っ
て
い
る
。

実
際
に
地
方
公
共
団
体
等
が
寄
附
企
業
の
人
材
を

受
け
入
れ
る
に
当
た
っ
て
留
意
す
べ
き
事
項
と
し

て
、
今
回
大
き
く
３
点
を
掲
げ
た
い
。

ま
ず
１
点
目
と
し
て
、
地

方
公
共
団
体
等
が
、
寄
附
企

業
か
ら
受
け
入
れ
る
人
材

に
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と

創
生
寄
附
活
用
事
業
の
実
施

に
当
た
り
そ
の
能
力
を
十
分

に
発
揮
し
て
も
ら
う
と
と
も

に
、
円
滑
で
適
切
な
事
業
遂

行
を
図
る
観
点
か
ら
、
寄
附

を
受
け
た
地
方
公
共
団
体
と

し
て
は
、
事
前
に
寄
附
企
業

及
び
関
係
す
る
各
機
関
と
協

議
し
、
当
該
人
材
が
ま
ち
・

ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄
附
活

用
事
業
の
実
施
に
お
い
て
担

う
役
割
な
ど
に
つ
い
て
合
意

し
た
上
で
人
材
が
受
け
入
れ

ら
れ
る
必
要
が
あ
る
。
寄
附

企
業
か
ら
受
け
入
れ
た
人
材

に
能
力
を
十
分
に
発
揮
し
て

も
ら
う
の
は
も
ち
ろ
ん
の
こ

と
、
事
前
に
当
該
人
材
が
担

う
役
割
を
、
当
該
人
材
も
含

め
て
関
係
者
間
で
合
意
し
て

お
か
な
い
と
、
い
ざ
着
任
し

て
か
ら
「
思
っ
て
い
た
役
割

と
違
う
」
と
双
方
の
ミ
ス

① 人 件 費 を 含 む 事 業 費 へ の  
企業版ふるさと納税に係る寄附  

地方公共団体 企業 
企業が所在する地方公共団体 
(法人住民税・法人事業税) 

③税額控除 

②人材の派遣 

プロジェクトの実施を支援 

 企業版ふるさと納税の仕組みを活用して、専門的知識・ノウハウを有する企業の人材の地方公共団体等への

派遣を促進することを通じて、地方創生のより一層の充実・強化を図る 

 
 

   
      

 
 
 
 

   
 
  

地方公共団体のメリット 企業のメリット 
○ 専門的知識・ノウハウを有する人材が、寄附活用事業・プロジェ

クトに従事することで、地方創生の取組をより一層充実・強化する 

ことができる 

○ 実質的に人件費を負担することなく、人材を受け入れることが 

できる 

○ 関係人口の創出・拡大も期待できる 

○ 派遣した人材の人件費相当額を含む事業費への寄附により、 

当該経費の最大約９割に相当する税の軽減を受けることができる 

○ 寄附による金銭的な支援のみならず、事業の企画・実施に派遣

人材が参画し、企業のノウハウの活用による地域貢献がしやすく 

なる 

○ 人材育成の機会として活用することができる 

○ 企業版ふるさと納税（人材派遣型）の基本スキーム 

 企業版ふるさと納税（人材派遣型）とは、企業から企業版ふるさと納税に係る寄附があった年度に、当該企業の人材が、寄附活用事業に従事する地方

公共団体の職員として任用される場合のほか、地域活性化事業を行う団体等であって、寄附活用事業に関与するものにおいて採用される場合をいう 

○ 活用にあたっての留意事項（Ｑ＆Ａにより地方公共団体に周知） 

 ・ 国が認定した地域再生計画に基づくプロジェクトに対する寄附が対象 

 ・ 地方公共団体は寄附企業の人材を受け入れること及び当該人材の受入期間を対外的に明らかにすることにより透明性を確保       など 

(例)1,000万円寄附すると、最大約900万円の法人関係税が軽減 

（参考）企業版ふるさと納税 

国(法人税) 
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マ
ッ
チ
が
発
生
し
て
し
ま
う
可
能
性
が
あ
る
。
こ
れ

で
は
送
り
手
側
、
受
入
側
の
お
互
い
に
と
っ
て
損
失

で
あ
る
。

次
に
２
点
目
と
し
て
、
当
該
人
材
が
従
事
す
る
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄
附
活
用
事
業
の
実
施
に

当
た
り
、
当
該
地
方
公
共
団
体
の
事
務
等
に
つ
い
て

助
言
・
サ
ポ
ー
ト
を
行
う
よ
う
努
め
る
よ
う
に
し
て

い
た
だ
き
た
い
。
当
然
で
あ
る
が
忘
れ
て
し
ま
い
が

ち
な
点
と
し
て
、
外
部
人
材
は
地
方
公
共
団
体
等
の

内
部
事
務
等
に
精
通
し
て
い
な
い
。
円
滑
な
事
業
執

行
を
進
め
る
観
点
か
ら
も
、
外
部
人
材
が
着
任
し
た

際
に
、
議
会
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
や
予
算
策
定
の
流
れ

な
ど
、
行
政
事
務
の
基
本
に
つ
い
て
し
っ
か
り
と
当

該
人
材
に
レ
ク
チ
ャ
ー
し
て
い
た
だ
き
た
い
。

最
後
に
３
点
目
と
し
て
、
寄
附
企
業
の
人
材
を
ま

ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄
附
活
用
事
業
に
従
事
す

る
職
員
と
し
て
任
用
又
は
採
用
す
る
こ
と
や
、
当
該

人
材
の
受
入
期
間
に
つ
い
て
、
当
該
地
方
公
共
団
体

が
対
外
的
に
明
ら
か
に
す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
。
本

ス
キ
ー
ム
に
の
っ
と
り
適
正
な
プ
ロ
セ
ス
で
寄
附
企

業
の
人
材
を
受
け
入
れ
て
い
る
こ
と
を
明
ら
か
に

し
、
住
民
の
疑
念
を
招
く
こ
と
が
な
い
よ
う
に
す
る

た
め
で
あ
る
。
な
お
、
明
ら
か
に
す
る
内
容
、
時
期
、

方
法
に
つ
い
て
は
、
個
人
情
報
保
護
に
関
す
る
法
令

等
を
遵
守
し
た
上
で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
地
域
の
実
情
に

応
じ
適
切
に
対
応
い
た
だ
き
た
い
。

５　

お
わ
り
に

以
上
、「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
」
と
は
何
か
、

ま
た
「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」

の
創
設
に
至
る
ま
で
の
経
緯
、
そ
し
て
「
企
業
版
ふ

る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
の
内
容
に
つ
い
て

解
説
し
て
き
た
。
現
在
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
が

猛
威
を
振
る
っ
て
お
り
、
密
を
避
け
て
地
方
の
環
境

を
好
む
機
運
が
高
ま
っ
て
き
て
い
る
。
ま
た
そ
う
で

な
く
と
も
、
東
京
一
極
集
中
が
進
ん
で
お
り
、
加
え

て
人
材
の
流
動
性
が
ま
だ
ま
だ
高
い
と
は
言
え
な
い

我
が
国
に
お
い
て
、
知
見
を
有
す
る
企
業
人
材
の
都

市
部
と
地
方
部
間
で
の
環
流
を
生
み
出
し
て
い
く
こ

と
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
る
。
地
方
公
共
団
体
の
御
担

当
者
の
皆
様
に
お
か
れ
て
は
、
是
非
本
制
度
の
活
用

に
つ
い
て
御
検
討
を
い
た
だ
け
れ
ば
幸
い
で
あ
る
。

地
域
の
重
要
課
題
の
解
決
に
向
け
、
外
部
人
材
の
知

見
を
取
り
入
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
地
域
の
明
る
い
未

来
に
つ
な
げ
て
い
た
だ
け
れ
ば
と
考
え
て
い
る
。

注（
１
）
都
道
府
県
・
市
区
町
村
に
対
し
て
寄
附
（
ふ
る
さ

と
納
税
）
を
す
る
と
、
寄
附
（
ふ
る
さ
と
納
税
）
額
の

う
ち
２
０
０
０
円
を
超
え
る
部
分
に
つ
い
て
、
一
定

の
上
限
ま
で
、
原
則
と
し
て
所
得
税
・
個
人
住
民
税

か
ら
全
額
が
控
除
さ
れ
る
制
度
。
平
成
20
年
に
創
設
。

（
２
）
都
市
地
域
か
ら
過
疎
地
域
等
の
条
件
不
利
地
域
に

住
民
票
を
異
動
し
、
生
活
の
拠
点
を
移
し
た
者
を
、

地
方
公
共
団
体
が
「
地
域
お
こ
し
協
力
隊
員
」
と
し

て
委
嘱
し
、
隊
員
に
は
お
お
む
ね
１
年
以
上
３
年
以

下
、
地
域
に
居
住
し
て
各
種
の
地
域
協
力
活
動
に
従

事
し
て
も
ら
い
、
当
該
地
域
へ
の
定
住
・
定
着
を
図
っ

て
い
く
制
度
。
平
成
21
年
に
創
設
。

（
３
）
記
者
会
見
時
の
名
称
。
そ
の
後
、「
企
業
版
ふ
る

さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
を
正
式
名
称
と
し
て
本

通
知
を
発
出
し
た
。

通
知

人
材
派
遣
を
伴
う
地
方
創
生
応
援
税
制
（「
企

業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
の
創

設 

に
つ
い
て

平
素
よ
り
、
地
方
創
生
の
推
進
に
つ
き
ま
し
て
、

御
理
解
御
協
力
を
賜
り
感
謝
申
し
上
げ
ま
す
。

地
方
創
生
の
推
進
に
向
け
て
は
、
地
方
公
共
団
体

が
、
各
分
野
で
様
々
な
知
識
や
経
験
を
培
っ
た
地
方

創
生
を
担
う
専
門
人
材
を
確
保
す
る
こ
と
が
重
要
で

す
。こ

の
た
め
、
地
方
公
共
団
体
が
、
企
業
か
ら
地
方 ）

（
令
和
２
年
10
月
13
日
閣
副
第
１
２
７
４
号
、
府
地
事
第
６
８
７
号
、

総
行
応
第
１
７
７
号　

各
都
道
府
県
知
事
、
各
指
定
都
市
市
長
、

各
市
区
町
村
長
宛　

内
閣
官
房
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
本
部

事
務
局
地
方
創
生
総
括
官
、
内
閣
府
地
方
創
生
推
進
事
務
局
長
、

総
務
省
地
域
力
創
造
グ
ル
ー
プ
地
域
力
創
造
審
議
官
通
知
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創
生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）
に
係
る

寄
附
と
あ
わ
せ
て
、
ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄

附
活
用
事
業
に
従
事
す
る
専
門
的
な
知
識
や
ノ
ウ
ハ

ウ
を
有
す
る
人
材
を
受
け
入
れ
る
こ
と
を
促
進
し
、

地
方
創
生
の
取
組
を
よ
り
一
層
充
実
・
強
化
す
る
た

め
、人
材
派
遣
を
伴
う
地
方
創
生
応
援
税
制
と
し
て
、

「
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
と
い
う

新
た
な
類
型
を
設
け
ま
し
た
。

つ
い
て
は
、
別
紙
１
の
と
お
り
、「
企
業
版
ふ
る

さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
の
概
要
に
つ
い
て
お

知
ら
せ
す
る
と
と
と
も
に
、
別
紙
２
の
と
お
り
、「
企

業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）」
に
係
る
Ｑ

＆
Ａ
を
送
付
い
た
し
ま
す
。

な
お
、
今
回
送
付
す
る
Ｑ
＆
Ａ
の
ほ
か
、
地
方
創

生
応
援
税
制
（
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
）
に
係
る
関

係
法
令
等
も
あ
わ
せ
て
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

【
添
付
資
料
】

別
紙
１　

企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税
（
人
材
派
遣
型
）

〔
略
〕
※
P83
の
資
料
と
同
様
の
も
の

別
紙
２　

ま
ち
・
ひ
と
・
し
ご
と
創
生
寄
附
活
用
事

業
に
関
す
る
Ｑ
＆
Ａ〈
企
業
版
ふ
る
さ
と
納
税（
人

材
派
遣
型
）〉
編　
〔
略
〕
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